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令 和 ８ 年 （ 2 0 2 6 年 ） １ ０ 月 ５ 日 

総 務 委 員 会 資 料 

企 画 部 企 画 課 

 

中野区基本計画（2021 年度～2025 年度）について 

 

 区では、中野区基本構想の実現を図るため、令和３年度に中野区基本計画（以下

「基本計画」という。）を策定し、取組を進めてきた。 

 基本計画の計画期間が令和７年度をもって終了したため、取組結果等について報

告する。 

 

1 基本計画の取組結果 

（１）政策の成果指標 

別紙１「政策の成果指標一覧」のとおり 

 

（２）重点プロジェクト 

 ①プロジェクト１ 子育て先進区の実現 

 ア 中野区子どもの権利に関する条例の制定や児童相談体制の充実、こども

家庭センターの設置等により、セーフティネット強化のための体制・仕組

みを構築するとともに、ひとり親家庭への支援策や子どもの貧困対策に係

る支援を充実した。 

 イ 子育て・子育ち環境の整備に向け、魅力ある公園の整備や学童クラブ、

キッズ・プラザの充実、常設プレーパークの開設等の多様な子どもの居場

所づくりを進めるとともに、児童館の機能強化や計画的な施設更新を通じ

て地域の見守りやネットワーク支援の強化を図った。 

 ウ 地域と学校の協働活動をより進めていくため、各学校に学校運営協議会

を設置し、中野区コミュニティ・スクールを推進した。 

エ 青少年育成地区委員会との連携や助成による支援を推進したほか、ハイテ

ィーン会議の充実や若者会議の設置により、子ども・若者の区政参加に係る

仕組みを構築した。 
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 ②プロジェクト２ 地域包括ケア体制の実現 

  ア 様々な課題をもつ人を支援につなげる重層的支援体制の整備を進め、ひ

きこもり支援、ケアラー支援などの新たな課題への対応に取り組むととも

に、孤独・孤立対策としての取組を実施した。 

イ 中野区地域包括ケア推進パートナーシップ協定制度の導入による、官民連

携プラットフォーム形成の仕組みを構築した。 

  ウ 権利擁護の推進を図るとともに、相談機能の充実や緊急時対応、地域生

活への移行支援の強化などにより、高齢者及び障害者の生活を支え、社会

とのつながりを促進する取組を充実した。 

エ 町会・自治会などの地域活動団体への支援を実施・充実するとともに、チ

ャレンジ基金助成の創設など新たに地域活動を始める団体への支援を充実し

た。 

 

  ③プロジェクト３ 活力ある持続可能なまちの実現 

ア 中小事業者、商店街への支援について社会変化を捉えた充実を図るととも

に、デジタル地域通貨の導入により区内経済・産業の活性化のための仕組み

を構築した。 

イ 中野駅新北口駅前エリアにおける市街地再開発事業については、急激な想

定工事費の増加等により事業の見直しを図ることとなった。一方、それ以外 

の中野駅周辺各地区のまちづくりについては、着実に進めた。 

ウ 西武新宿線連続立体交差事業を契機とした新井薬師前・沼袋駅周辺及び野

方以西各駅周辺のまちづくりの検討を進めるとともに、まちづくりの進捗と

合わせたにぎわい創出の取組を推進した。 

エ ゼロカーボンシティ宣言と脱炭素社会の実現に向けた方向性及び取組を定

め、区としての環境配慮行動の実践、区民等が行う環境配慮行動への支援を

進めた。 

 

（３）施策の取組結果 

詳細は別紙２「施策の取組結果」のとおり 

①施策の成果指標 

基本目標 ◎ 〇 ● △ ― 合計 

１ 人と人とがつながり、新た

な活力が生み出されるまち 
９ ９ ０ ４ ０ ２２ 
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２ 未来ある子どもの育ちを地

域全体で支えるまち 
８ １４ ０ １０ ０ ３２ 

３ 誰もが生涯を通じて安心し

て自分らしく生きられるまち 
５ １５ ２ ６ ０ ２８ 

４ 安全・安心で住み続けたく

なる持続可能なまち 
４ １３ ０ １２ １ ３０ 

合計 ２６ ５１ ２ ３２ １ １１２ 

 （凡例）◎：「２０２５年度目標値」を達成している指標 

     〇：基本計画策定時の値から現状値が向上している指標 

     ●：基本計画策定時の値から現状値に変化がない指標 

     △：基本計画策定時の値から現状値が低下している指標 

     ―：測定年度到達前により測定不可の指標 

②政策・施策に基づく主な事業 

基本目標 〇 ● △ × 合計 

１ 人と人とがつながり、新

たな活力が生み出されるまち 
６４ ６ ４ ０ ７４ 

２ 未来ある子どもの育ちを

地域全体で支えるまち 
９７ ３ ６ ０ １０６ 

３ 誰もが生涯を通じて安心

して自分らしく生きられるま

ち 

９５ １ ５ ０ １０１ 

４ 安全・安心で住み続けた

くなる持続可能なまち 
１１２ １ ８ ０ １２１ 

合計 ３６８ １１ ２３ ０ ４０２ 

 （凡例）〇：計画記載事業を実施 

●：内容を変更して実施 

     △：未実施（一部未実施） 

     ×：未実施（計画期間中に定めた事業全て未実施） 
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２ 取組結果を踏まえた総括 

基本計画については、２０の政策、５６の施策及び重点プロジェクトを中心に、

基本構想の実現に向けた取組を推進してきた。 

計画期間中は、新型コロナウイルス感染症の影響からの社会経済活動の正常化に

加え、物価高騰や少子高齢化の進行、区民ニーズの多様化など、区政を取り巻く環

境が大きく変化する中で、３つの重点プロジェクトを着実に進めてきた。 

施策の成果指標については、多文化共生の推進、子ども・子育て支援、教育、福

祉、まちづくり、環境分野など、多くの施策において目標達成または計画策定時か

らの改善が図られた。主な事業についても概ね計画どおりに実施され、制度の充実

や都市基盤の整備、地域活動の支援など、将来を見据えた基盤づくりを進めること

ができた。 

一方で、政策の成果指標については、２０指標全てが計画策定時の水準を下回る

結果となった。地域とのつながりや愛着、子育てや福祉、住環境、安全・安心な

ど、区民の実感を表す指標において伸び悩みが見られ、施策や事業の実施による成

果が、区民全体の実感の向上には十分結び付いていないことが課題として明らかと

なった。 

計画期間中においては、子どもの権利を尊重する取組の推進、子ども家庭支援体

制の充実、重層的支援体制の整備、多文化共生施策の推進、中野駅周辺をはじめと

したまちづくりの進展、脱炭素社会の実現に向けた取組など、今後の区政運営の基

盤となる取組を着実に積み重ねてきた。 

区は、基本計画の成果と課題を十分に踏まえ、新たな基本計画において、社会経

済情勢の変化や複雑化する地域課題に的確に対応するとともに、施策の成果が区民

一人ひとりの実感につながる区政運営を推進し、基本構想の実現に向けた取組を一

層進めていく。 

 



別紙１

成果指標 【出典：区民意識・実態調査】
2020年度

(計画策定時)
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

2025年度
目標

達成状況 担当部 （主な関連部）

1 多様性を生かし新たな価値を生み出す
「多様な人々が暮らす中で、人権や価値
観が尊重されている」と思う区民の割合

55.8% 45.2% 48.2% 45.2% 44.6% 45.3% 向上 未達成 企画部 区民部

2 地域愛と人のつながりを広げる
「地域愛と人のつながりが広がってい
る」と思う区民の割合

45.6% 39.3% 40.4% 39.3% 38.4% 38.8% 向上 未達成 企画部 地域支えあい推進部

3 遊び心あふれる文化芸術をまち全体に展開する
「文化・芸術活動が活発に行われ、にぎ
わいにあふれている」と思う区民の割合

46.7% 37.3% 42.4% 40.9% 44.0% 41.4% 向上 未達成 企画部 区民部

4 地域経済活動を活性化する
「区内産業の発展や新たな企業・店舗の
参入などにより、地域経済が活性化して
いる」と思う区民の割合

44.1% 37.7% 36.6% 35.5% 39.6% 40.8% 向上 未達成 企画部 区民部

5 東京の新たな活力とにぎわいを世界に発信する
「中野駅周辺では活力とにぎわいが生ま
れている」と思う区民の割合

62.6% 58.1% 56.3% 57.0% 61.5% 57.1% 向上 未達成 企画部 まちづくり推進部

6 子どもの命と権利を守る
「子どもの命と権利を守る体制が整って
いる」と思う区民の割合

40.1% 36.0% 37.5% 40.7% 36.6% 37.9% 向上 未達成 企画部
子ども教育部・教育
委員会事務局

7 社会の変化に対応した質の高い教育を実現する
「質の高い学校教育が行われている」と
思う区民の割合

38.9% 35.0% 34.4% 36.9% 34.0% 36.1% 向上 未達成 企画部
子ども教育部・教育
委員会事務局

8 まち全体の子育ての力を高める
「子育て活動が活発であるとともに、子
育てしやすい体制が整っている」と思う
区民の割合

36.4% 31.2% 31.3% 34.2% 31.1% 32.2% 向上 未達成 企画部

子ども教育部・教育
委員会事務局、地域
支えあい推進部、健
康福祉部

9 子育て世帯が住み続けたくなるまちをつくる
「子育て世帯が住み続けたくなるまちづ
くりが進んでいる」と思う区民の割合

39.6% 36.7% 38.9% 36.7% 37.4% 36.3% 向上 未達成 企画部
子ども教育部・教育
委員会事務局、都市
基盤部

10 若者のチャレンジを支援する
「若者がチャレンジできる環境が整って
いる」と思う区民の割合

25.7% 21.0% 23.1% 23.2% 22.9% 23.5% 向上 未達成 企画部
子ども教育部・教育
委員会事務局

政策の成果指標一覧

政策

- 1/2 -



別紙１

成果指標 【出典：区民意識・実態調査】
2020年度

(計画策定時)
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

2025年度
目標

達成状況 担当部 （主な関連部）政策

11
人生100年時代を安心して過ごせる体制を構築す
る

「高齢期も地域で安心して過ごすことが
できる体制が整っている」と思う区民の
割合

38.1% 37.9% 35.9% 34.5% 34.6% 34.7% 向上 未達成 企画部 地域支えあい推進部

12 生涯現役で生き生きと活躍できる環境をつくる
「生涯現役で活躍できる環境が整ってい
る」と思う区民の割合

29.7% 25.5% 27.4% 28.1% 26.5% 26.1% 向上 未達成 企画部 地域支えあい推進部

13
誰一人取り残されることのない支援体制を構築
する

「誰一人取り残されることのない支援体
制が整っている」と思う区民の割合

34.0% 30.6% 31.1% 30.0% 28.9% 28.3% 向上 未達成 企画部
地域支えあい推進
部、健康福祉部

14 誰もが自分らしく輝ける地域社会を形成する
「障害や認知症の有無などに関わらず自
分らしく暮らせる環境が整っている」と
思う区民の割合

29.4% 21.9% 26.3% 23.8% 24.5% 24.4% 向上 未達成 企画部
地域支えあい推進
部、健康福祉部

15
生涯を通じて楽しく健康に過ごせる環境をつく
る

「運動や学びなど健康で文化的な生活を
送ることができる」と思う区民の割合

36.9% 36.0% 34.8% 33.2% 32.4% 33.6% 向上 未達成 企画部
区民部、子ども教育
部・教育委員会事務
局、健康福祉部

16 災害に強く回復力のあるまちづくりを進める
「災害に強いまちづくりが進んでいる」
と思う区民の割合

42.1% 39.7% 40.4% 37.8% 41.7% 37.6% 向上 未達成 企画部
総務部、都市基盤
部、まちづくり推進
部

17 時代の変化に対応したまちづくりを進める

「西武新宿線の連続立体交差事業を契機
とした沿線各駅のまちづくりや地区の特
性に応じたまちづくりにより、安全性・
快適性・利便性が向上している」と思う
区民の割合

41.6% 39.3% 38.1% 39.5% 36.1% 33.6% 向上 未達成 企画部 まちづくり推進部

18 快適で魅力ある住環境をつくる
「快適で魅力ある住環境の形成が進んで
いる」と思う区民の割合

45.4% 44.7% 43.3% 41.9% 44.7% 39.5% 向上 未達成 企画部 都市基盤部

19 環境負荷の少ない持続可能なまちをつくる
「環境負荷の少ないライフスタイルなど
が、区民の生活や企業活動に浸透してい
る」と思う区民の割合

28.9% 25.1% 27.1% 25.3% 28.1% 22.1% 向上 未達成 企画部 環境部

20
安全・安心な生活環境と防犯まちづくりを進め
る

「安全・安心な生活環境と防犯まちづく
りが進んでいる」と思う区民の割合

45.3% 46.6% 46.3% 39.3% 42.2% 38.7% 向上 未達成 企画部 総務部、健康福祉部
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課

① 人権意識の啓発 人権啓発 〇 企画部 企画課

パートナーシップ宣誓 〇 企画部 企画課

性自認・性的指向関連普及啓発 ● 企画部 企画課

DV・デートDV防止等普及啓発 〇 企画部 企画課

男女共同参画普及啓発 〇 企画部 企画課

ユニバーサルデザイン合同点検 〇 企画部 企画課

ユニバーサルデザインサポーター養成 〇 企画部 企画課

ユニバーサルデザイン普及啓発 〇 企画部 企画課

平和普及啓発 〇 企画部 企画課

平和資料展示室の運営 〇 企画部 企画課

① 外国人住民等が暮らしやすい
生活の支援及び環境の整備

外国人住民等生活支援事業 〇 区民部
区民サービス課
文化振興・多文化共生
推進課

海外友好都市交流事業 ● 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

区民と外国人住民等の多文化・国際交流事
業

〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

外国人住民等への日本語支援事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

外国人住民等の社会参画推進事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

（施策の成果指標：区分凡例）
◎：「2025年度目標値」を達成している指標
○：基本計画策定時の値から現状値が向上している指標
●：基本計画策定時の値から現状値に変化がない指標
△：基本計画策定時の値から現状値が低下している指標
ー：測定年度到達前により測定不可の指標

※基本計画策定時が「―」の場合、実施計画策定時と
  比較

施策の取組結果

①

②

ー

多文化共生のまちづ
くりの推進

91.8%
（2022年度）

48.4%
（2022年度）

施策
成果指標
【出典】

1 2

1 1

社会全体における男女
の地位が平等だと思う
人の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

14.5%
（2020年度）

17.6%
(2025年度)

20%

①

②

ユニバーサルデザイン
の認知度
【中野区区民意識・実
態調査】

企画部

66.3%
（2020年度）

75.8%
（2025年度）

71%

人権と多様性の尊重

国際交流や多文化共生
事業への満足度
【中野区資料】

文化・国際交流事業へ
の外国人の参加割合
【中野区資料】

94.4%
(2025年度）

58.5%
(2025年度）

95%

50%

区民部

◎

○

◎

60.7%
(2022年度)

13.8%
(2022年度)

○

（主な事業：区分凡例）
○：計画記載事業を実施
●：内容を変更して実施
△：未実施（一部未実施）
×：未実施（計画期間中に定めた事業全て未実施）

42.8%
（2020年度）

② 多様な文化を受け入れるため
の意識の啓発

③ 外国人住民等が活躍できる場
の創出

② 性別、性自認・性的指向、国
籍・文化等の多様性を認め合う
気運の醸成

③ 男女共同参画社会の実現

④ ユニバーサルデザインの普及
啓発・施策改善

⑤ 平和意識の啓発
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

SNS等の活用による情報発信 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

転入時等の地域情報の提供 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

② 身近な地域の人と知り合う
きっかけづくり

地域団体活動支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

②

住民同士の交流の場が
あると感じている区民
の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

32.2%
（2020年度）

29.7%
（2022年度）

35.9%
（2025年度）

40% ○
③ 共通の関心を持つ人がつなが
る場の創出と取組の支援

ナカノミライプロジェクト 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

① 地域の課題解決に向けた関係
機関の連携の強化

区民団体連携支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

② 町会・自治会と区との連携の
強化

町会・自治会活動強化支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

地域人材育成・マッチング事業 ● 地域支えあい推進部 地域活動推進課

②

地域課題の解決に取り
組む団体の新規立上げ
支援数
【中野区資料】

15団体
（2017～2020

年度）

17団体
(2022年度)）

65団体
(2025年度)

36団体
（5年間の累

計）
◎

地域における公益的な活動団体活性化支援
事業

〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

① 区民活動センターを中心とし
た地域自治・住民活動の促進

区民活動センター運営委員会地域活動支援
事業

〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

② 区民活動センター集会室の活
用促進

区民活動センターの利用方法の改善 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

②

区民活動センター集会
室利用率（15施設の平
均）
【中野区資料】

34.4%
（2020年度）

40.9%
（2022年度）

51.0%
（2025年度）

55% ○
③ 誰もが快適に利用できる区民
活動センターの環境整備

区民活動センター整備 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

19.6%
（2020年度）

30.3%
（2025年度）

20%
25.6%

（2025年度）

3

地域の自主的な活動
の推進と環境づくり

①
20.9%

（2022年度）

20.9%
（2022年度）

19%
（2022年度）

区民活動センターを身
近に感じる人の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

16.7%
（2020年度）

1

1 5

①

1 4
地域コミュニティを
支える人材育成と団
体支援の充実

①

21.6%
（2020年度）

地域における人のつ
ながりと愛着が生ま
れる環境づくり

地域活動を行っている
区民の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

地域支えあ
い推進部

△

地域支えあ
い推進部

25%

地域支えあ
い推進部

18%
21.7%

（2025年度）

◎

③ 地域における公益的な活動を
担う人材・団体に対する支援の
強化

近所との付き合いがほ
とんどない区民の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

◎

① 人とまちを知るための情報発
信
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

① 総合的な文化芸術施策の展開 文化芸術施策総合推進事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

区有施設を活用した文化芸術空間の創出、
パブリックアート推進事業

〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

文化施設整備・運営 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

商店街と連携した文化振興事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

文化芸術体験事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

③ 子どもたちが文化芸術に触れ
る機会の充実

小・中学生文化芸術振興事業 〇
区民部
教育委員会事務局

文化振興・多文化共生
推進課
学務課

文化芸術振興に向けた区民・団体活動支援
事業

〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

障害者創作活動支援事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

歴史民俗資料館運営 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

哲学堂公園保存活用計画の推進 〇
区民部
都市基盤部

文化振興・多文化共生
推進課
公園課

文化財保護事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

旧中野刑務所正門関連事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

①

SNSで発信した地域資
源情報のインプレッ
ション数（投稿が表示
された回数）
【中野区資料】

1,120,000件
（2020年度）

556,710件
（2022年度）

1,953,437件
(2025年度）

2,240,000件 ○
① 魅力的な地域資源の発掘と発
信

地域資源発掘・情報発信事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

②

イベント・サービス実
施、またはマッチング
の支援件数
【中野区資料】

38件
（2020年度）

58件
（2022年度）

131件
(2025年度）

76件 ◎
② イベントの支援と集客力・発
信力のあるイベントの創出

イベント等推進事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

1 7
魅力的な地域資源の
発掘・発信

23.6%
（2022年度）

24%
（2022年度）

34%

43%

1 6

中野区の文化的環境に
満足していると思う区
民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

自ら文化・芸術活動を
行っている区民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

23.8%
（2020年度）

27.7%
（2020年度）

32.9%
(2025年度）

誰もが身近に文化芸
術に親しめる環境づ
くり

①

②

35.5%
(2025年度）

② 誰もが身近に気軽に親しめる
文化芸術の環境づくり

④ 区民が主役の文化・芸術活動
の活性化

⑤ 歴史・伝統文化の保存・継
承・活用

◎

○

区民部

区民部
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

① 新たなビジネスの創出支援 民間活力を活用したビジネス創出支援事業 ● 区民部 産業振興課

区内事業者ICT化促進支援事業 〇 区民部 産業振興課

区内事業者経済交流促進支援事業 〇 区民部 産業振興課

事業承継支援事業 〇 区民部 産業振興課

産業振興センター運営 〇 区民部 産業振興課

産業経済融資あっ旋業務 〇 区民部 産業振興課

データ活用による商業振興等の推進 〇 区民部 産業振興課

企業支援及び就労・求人支援 〇 区民部 産業振興課

子育て女性向け再就職支援事業 〇 区民部 産業振興課

高齢者・若者就職支援事業 〇 区民部 産業振興課

個店経営支援事業 〇 区民部 産業振興課

商業サポート事業 〇 区民部 産業振興課

空き店舗情報の発信 〇 区民部 産業振興課

専門家派遣調整 〇 区民部 産業振興課

電子商品券事業 〇 区民部 産業振興課

商店街キャッシュレス化推進事業 〇 区民部 産業振興課

④ なかの里・まち連携自治体と
の連携の推進

なかの里・まち連携自治体との経済・観
光・体験交流推進事業

● 区民部 産業振興課

⑤ まちづくりと連携した商店街
の活性化

専門家派遣調整 〇 区民部 産業振興課

121,982人
（2016年）

区内従業者数
【経済センサス基礎調
査、活動調査】

②

1 9

①

72.6%
（2020年度）

1 8
持続可能な地域経済
の成長と働き続けら
れる環境づくり

520店
（2022年度）

11,962件
（2021年）

122,974人
（2021年）

67.8%
（2025年度）

66.3%
(2022年度)

12,068件
（2016年）

区内民営事業所数
【経済センサス基礎調
査、活動調査】

△

区内商店街内の空き店
舗数
【中野区商店街連合会
作成資料】

商店街の活性化支援
によるにぎわい空間
の創出

①

買い物やサービス等利
用のため、商店街へ週
1日以上行く人の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

130,000人
122,974人
（2021年）

② 449店
448店

（2025年度）
545店

（2020年度）

区民部

② 販路拡大と生産性向上の支援

③ 中小企業者の事業活動・経営
の支援

④ 就労・求人支援の拡充

12,500件
11,962件
（2021年）

① 個店経営支援の充実と商店街
組織力の強化

75.7%

区民部

② 空き店舗活用の促進

③ 商店街におけるデジタル化・
ICT化の促進

◎

△

○
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

①

中野駅周辺を利用する
際に不満を感じている
区民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

62.2%
（2020年度）

49.5%
（2022年度）

45.0%
(2025年度)

49.5% ◎
① 中野のシンボルとなる新たな
文化・芸術等発信拠点の形成

文化・芸術等発信拠点形成 △ まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野駅周辺エリアマネジメント協議会設置 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野駅周辺の各開発地区のエリアマネジメ
ント展開支援

〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

③ 公共空間等を活用した、にぎ
わい、文化・芸術事業の誘導

にぎわい、文化・芸術事業誘導 △ まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野駅西側南北通路・橋上駅舎整備 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野駅新北口駅前広場整備 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野駅桃園広場（西口広場）整備 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野駅南口駅前広場整備 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野二丁目土地区画整理事業 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野二丁目地区第一種市街地再開発事業 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野三丁目土地区画整理事業 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

中野四丁目新北口駅前土地区画整理事業 ● まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

囲町東地区第一種市街地再開発事業 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

囲町西地区第一種市街地再開発事業 〇 まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

（仮称）中野四丁目西地区第一種市街地再
開発事業

△ まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

（仮称）中野四丁目新北口駅前地区第一種
市街地再開発事業

△ まちづくり推進部
中野駅周辺まちづくり
課

101
中野駅周辺における
新たな魅力や価値の
創出・発信

16位
（2022年度）

1 11

中野駅周辺まちづく
りにおける都市基盤
の整備と多様な都市
機能の誘導

まちづくり
推進部

中野駅周辺における都
市基盤整備（街路事
業）の進捗率
【中野区資料】

区が特に力を入れてい
ると感じる施策に「駅
前などの重点的まちづ
くり」を選択した区民
の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

40%

26.3%
（2022年度）

54.4%
（2025年度）

23.6%
（2020年度）

②

中野駅の乗車人員（1
日平均）のJR東日本エ
リア内での順位
【鉄道事業者公表資
料】

27.9%
（2025年度）

35.4%
（2020年度）

②

20位
（2020年度）

①
32.2%

（2022年度）
△

② 中野駅周辺におけるエリアマ
ネジメントの仕組み構築

16位

○

17位
（2024年度）

① 中野駅周辺における都市基盤
整備

② 中野駅周辺各地区のまちづく
り

55.1%

○

まちづくり
推進部
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

子どもの権利に関する条例の推進 〇 子ども教育部 子ども・教育政策課

学校における人権教育 〇 教育委員会事務局 指導室

② 子どもの権利に係る相談支援
の仕組みづくり

子どもの権利に係る相談支援 〇 子ども教育部 子ども・教育政策課

②

「自分のことが好き
だ」と思う児童・生徒
の割合
【中野区子どもと子育
て家庭の実態調査】

小学生：69.9%
中学生：60.7%
（2019年度）

ー
小学生：70.6%
中学生：64.3%
（2024年度）

小学生：75%
中学生：65%

○
③ 子どもが意見を表明する機会
の提供

子どもの意見表明の機会確保 〇 子ども教育部 子ども・教育政策課

いじめ防止等対策事業 〇 教育委員会事務局 指導室

人権教育推進事業 〇 教育委員会事務局 指導室

教育支援室運営 〇 教育委員会事務局 指導室

不登校児童・生徒への支援事業 〇
教育委員会事務局
地域支えあい推進部

指導室
すこやか福祉センター

外国籍の子どもの編入支援事業 〇 教育委員会事務局
学務課
指導室

外国人学校保護者補助事業 〇 教育委員会事務局 学務課

就学相談 〇 教育委員会事務局 学務課

特別支援教育 〇 教育委員会事務局 学務課

特別支援学級運営 〇 教育委員会事務局 学務課

授業のユニバーサルデザイン化 〇 教育委員会事務局 指導室

子どもの貧困対策計画の推進 〇 子ども教育部
子ども・教育政策課
子育て支援課

子どもの貧困対策関連の団体・民間事業者
等との連携

〇 子ども教育部 子育て支援課

生活実態を踏まえた高校生年代への支援の
推進

〇 子ども教育部
子ども・教育政策課
子育て支援課

② 困難を抱える子どもの学習の
機会の確保

子どもの学習の支援 〇 子ども教育部 子育て支援課

③ 子どもの経験・体験の機会の
確保

子どもの経験・体験事業 〇 子ども教育部 子育て支援課

④ 子どもと保護者の生活環境の
改善に向けた支援

生活環境の改善支援 〇 子ども教育部 子育て支援課

ー

ー

① いじめの防止等に向けた体制
の整備

② 不登校児童・生徒への柔軟な
支援

③ 外国籍の子どもの就学促進

④ 障害や特性に応じた指導・支
援

ー ◎

○

2 13

26.4%
（2022年度）

67.3%
(2025年度)

72.5%
（2025年度）

子ども教育
部
教育委員会
事務局

71.4%
（2022年度）

小学生：26.3%
中学生：45.0%
（2024年度）

小学生：15%
中学生：50%

「がんばれば、むくわ
れると思う」と答える
子ども（小・中学生）
の割合
【中野区子どもと子育
て家庭の実態調査】

②

① 75%

75%

小学生：88%
中学生：82%

小学生：83%
中学生：77%
（2019年度

小学生：79.6%
中学生：72.9%
（2024年度）

授業が「よくわからな
い」と感じる困窮層の
子ども（小・中学生）
の割合
【中野区子どもと子育
て家庭の実態調査】

小学生：20.6%
中学生：54.6%
（2019年度）

「学校は、自他の生命
を大切にする心を育て
ている」と考える保護
者の割合
【学校教育に関する保
護者アンケート】

いじめの解消率
【学校生活のアンケー
ト等】

71.7%
（2020年度）

53.9%
（2020年度）

子ども教育
部
教育委員会
事務局

2 12
子どもの権利の尊重
と理解促進

①

子どもの権利が守られ
ていると思う区民の割
合
【中野区区民意識・実
態調査】

74.5%
（2022年度）

子どもの貧困対策の
推進

①

一人ひとりの状況に
応じた支援の充実

2 14

②

30%

△

△

○

34.1%
（2025年度）

① 総合的な子どもの貧困対策の
展開

① 子どもの権利擁護の推進

子ども教育
部
教育委員会
事務局
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

妊娠出産トータル支援 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

母子保健事業 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

養育支援訪問事業 〇
子ども教育部
地域支えあい推進部

子ども・若者支援課
すこやか福祉センター

子どもショートステイ 〇 子ども教育部 子ども・若者支援課

子ども・若者支援センター整備・運営 〇 子ども教育部
子ども・若者支援課
児童福祉課

要保護児童対策地域協議会運営 〇 子ども教育部 子ども・若者支援課

支援検討会におけるリスクアセスメント、
児童相談所及び関係機関との連携

〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

里親支援 〇 子ども教育部 児童福祉課

社会的養護基盤の確保 〇 子ども教育部
子ども・若者支援課
児童福祉課

学力の向上事業 〇 教育委員会事務局 指導室

教員の人材育成事業 〇 教育委員会事務局 指導室

体力向上プログラム事業 △ 教育委員会事務局 指導室

学校部活動の地域移行 〇
教育委員会事務局
健康福祉部

指導室
スポーツ振興課

オンライン学習の環境整備 〇 教育委員会事務局 指導室

プログラミング教育 △ 教育委員会事務局 指導室

教育センター運営 〇 教育委員会事務局 指導室

国際理解教育 〇 教育委員会事務局 指導室

日本語適応事業 〇 教育委員会事務局 指導室

⑤ 人権教育・道徳教育 人権尊重・心の教育 〇 教育委員会事務局 指導室

⑥ 保育園、幼稚園、小・中学校
の連携教育

保幼小中連携教育 〇 教育委員会事務局 指導室

268箇所
（2020年度）

子どもたちの「生き
る力」を育む教育の
充実

3件
(2022年度)

4件
(2025年度)

ー

66%
(2025年度）

67%
（2020年度）

「学校は一人ひとりの
児童・生徒のよさや可
能性を伸ばす教育を
行っている」と考える
保護者の割合
【学校教育に関する保
護者アンケート】

虐待を理由とする一時
保護の再保護件数
【中野区資料】

322箇所
（2022年度）

69.1%
（2022年度）

○

子ども教育
部
教育委員会
事務局

要保護児童対策地域協
議会への参加関係機関
数
【中野区資料】

①

②

子ども教育
部
教育委員会
事務局

① 児童・生徒一人ひとりの学習
状況に応じた指導

② 運動習慣の定着・体力向上に
向けた教育

③ 情報化社会へ対応した教育

2

70%

①

②

△

○

△

2 16

359箇所

70%

15
児童虐待の未然防
止、早期発見・早期
対応

66.1%
（2022年度）

57.2%
(2025年度）

54.5%
（2020年度）

＊小中連携教育
の取組に対して

の結果

「学校・園は他の校種
との接続や連携を大切
にした教育を視点に授
業・保育改善に努めて
いる」と考える保護者
の割合
【学校教育に関する保
護者アンケート】

341箇所
（2025年度）

0件

① 子育て家庭の状況把握と相談
支援

② 養育支援体制の整備

③ 虐待対応体制の整備

④ 社会的養護の充実に向けた体
制の整備

④ 国際化へ対応した教育
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

小・中学校特別支援教室 〇 教育委員会事務局 学務課

特別支援教育巡回相談・医師巡回 〇 教育委員会事務局 学務課

特別支援教室における巡回指導 〇 教育委員会事務局
指導室
学務課

個別ケース支援連携推進 〇 教育委員会事務局 学務課

学校生活支援シートの活用 △ 教育委員会事務局
指導室
学務課

就学相談 〇 教育委員会事務局 学務課

就学相談説明会 〇 教育委員会事務局 学務課

特別支援学級見学会 〇 教育委員会事務局 学務課

特色ある学校づくり 〇 教育委員会事務局 指導室

給食費に係る学齢期児童生徒の保護者への
支援

〇 教育委員会事務局 学務課

地域学校協働活動の推進 〇 教育委員会事務局 学務課

地域学校運営協議会の設置 〇 教育委員会事務局 学務課

学校評価 〇 教育委員会事務局 指導室

学校評議員制度 〇 教育委員会事務局 指導室

① 児童・生徒数に応じた教育環
境の整備

区立小・中学校再編 〇 教育委員会事務局 子ども・教育政策課

② 学校施設の改築・改修 区立小・中学校整備 〇 教育委員会事務局 子ども教育施設課

③ GIGAスクール構想等に対応し
たICT環境の整備

区立小・中学校のICT環境整備 ● 教育委員会事務局
指導室
学務課

区立図書館・学校図書館連携事業 〇 教育委員会事務局 子ども・教育政策課

学校図書館機能の充実 〇 教育委員会事務局 指導室

学校事務の改善 〇 教育委員会事務局 学務課

教員の働き方改革推進事業 〇 教育委員会事務局
子ども・教育政策課
指導室
学務課

子ども教育
部
教育委員会
事務局

① 特別支援教室における巡回指
導

② 個々の特性や課題に応じた教
育

②

通常の学級に在席する
児童・生徒のうち、心
理士による特別支援教
育巡回相談で対応した
ケースの割合
【中野区資料】

12.2%
（2020年度）

9.9%
(2025年度)

20% △

③ 早期からの理解促進と就学相
談

○

17
発達の課題や障害の
ある子どもへの教育
の充実

392,657冊
(2020年度)

552,024冊
（2022年度）

2 19
これからの学びに対
応した学校教育環境
の整備

①

○600,000冊

2 18

特色ある学校づくり
と家庭・地域との協
働による学校運営の
推進

①

②

学校の授業等で活用し
た地域人材の人数
【中野区資料】

「学校は、家庭・地域
と協力しながら子ども
を教育している」と考
える保護者の割合
【学校教育に関する保
護者アンケート】

3,060人
（2020年度）

77.7%
（2020年度）

2

①

① 各学校における特色ある教育

② 地域と学校の連携・協働体制
の整備

95%

4,865人

88%

④ 児童・生徒の読書環境の充実
に向けた体制の整備

⑤ 学校における働き方改革の推
進

4,595人
(2025年度)

87.6%
(2025年度)

85.8%
（2020年度）

子ども教育
部
教育委員会
事務局

②

ICTを活用して児童・
生徒を指導することが
できている教員の割合
【学校における教育の
情報化の実態等に関す
る調査】

81.1%
(2025年度）

中野区立学校図書館の
図書貸出冊数
【中野区資料】

79.4%
（2020年度）

573,012冊
（2025年度）

93.5%
(2025年度）

84.2%
(2022年度）

子ども教育
部
教育委員会
事務局

○

7.4%
（2022年度）

2,942人
（2022年度）

80.5%
（2022年度）

89.2%
（2022年度）

「学校生活支援シート
（個別の教育支援計
画）の作成にあたり、
学校と話し合うことが
できた」と思う保護者
の割合
【学校教育に関する保
護者アンケート】

○100%

○
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

① 地域の子育て支援施設の機能
強化

児童館における子育て活動支援事業 〇 子ども教育部 育成活動推進課

② 子育て関連団体への支援の強
化

育成団体支援事業 〇 子ども教育部 育成活動推進課

②

ファミリー・サポー
ト・センター事業にお
ける利用マッチング率
【中野区資料】

85.4%
（2020年度）

89.6%
（2022年度）

83.5%
（2025年度）

90% △ ③ 地域の相互援助活動の推進 ファミリー・サポート・センター事業 △ 子ども教育部 子育て支援課

乳幼児健康診査 ● 地域支えあい推進部
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター

妊娠出産トータル支援 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

不妊相談支援 〇 子ども教育部 子育て支援課

子育てサービス事業 〇 子ども教育部 子育て支援課

子育て支援情報配信 〇 子ども教育部
子ども・教育政策課
子育て支援課

父親の育児参加支援事業 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

母子生活支援施設運営 〇 子ども教育部 子育て支援課

ひとり親家庭支援 〇 子ども教育部 子育て支援課

多胎妊婦・多胎児家庭支援事業 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

教育・保育施設確保 △ 子ども教育部 保育園・幼稚園課

保育施設指導 〇 子ども教育部 保育園・幼稚園課

空き定員を活用した定期預かり事業 〇 子ども教育部 保育園・幼稚園課

② 就学前教育の質の向上 就学前教育推進事業 △
子ども教育部
教育委員会事務局

保育園・幼稚園課
指導室

区立幼稚園運営 〇 子ども教育部 保育園・幼稚園課

区立保育園運営 〇 子ども教育部 保育園・幼稚園課

◎

◎

ー

95.6%
（2020年度）

0人
（2022年4月1日

現在）

2 20
地域における子育て
支援活動の促進

①

2 21
妊娠から子育てにか
かる切れ目ない相談
支援体制の充実

①

②

3.1%
(2022年度）

84.7%
（2022年度）

96.8%
（2022年度）

72%
（2022年度）

子育て支援活動に参加
した区民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

2 22
将来を見通した幼児
教育・保育の実現

△

○

①

②

保育所等利用待機児童
数
【中野区資料】

「中野区保育の質ガイ
ドライン」を知ってい
る保護者のうち、ガイ
ドラインが教育・保育
に役立てられていると
感じる保護者の割合
【保護者満足度調査】

0人
（2025年4月1日

現在）

92.6%
（2025年度）

① 妊娠・出産・子育てトータル
支援

② 多様なニーズに応じた子育て
サービス・情報提供体制の整備

③ 育児支援を特に必要とする家
庭への支援

10%

◎

子ども教育
部
教育委員会
事務局

96.1%
（2025年度）

92％
（2025年度）

90%

98%

子ども教育
部
教育委員会
事務局

地域支えあ
い推進部

0人

子育てサービスを必要
に応じて利用できた割
合
【子育て支援に関する
アンケート調査】

妊娠届提出者に係る支
援プラン作成の割合
【中野区資料】

4.6%
（2025年度）

73人
（2020年4月1日

現在）

90%

子ども教育
部
教育委員会
事務局

4.7%
（2020年度）

80.6%
（2020年度）

① 保育サービスの提供体制の整
備

③ 将来を見据えた区立幼稚園・
保育園の運営
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

子ども発達支援事業 〇
子ども教育部
地域支えあい推進部

保育園・幼稚園課
すこやか福祉センター

療育施設運営 〇 健康福祉部 障害福祉課

② 発達の課題や障害のある子ど
もに関する理解の促進

子ども発達支援普及啓発 〇 健康福祉部 障害福祉課

医療的ケア児支援事業 〇
子ども教育部
教育委員会事務局
健康福祉部

保育園・幼稚園課
育成活動推進課
学務課
障害福祉課

民間障害児支援事業所運営支援 〇 健康福祉部 障害福祉課

①

区内の住宅の環境に満
足している子育て家庭
の割合
【中野区子どもと子育
て家庭の実態調査】

54.8%
（2019年度）

ー
50.4%

（2024年度）
60% △

子ども教育
部
教育委員会
事務局

① 子育て世帯向け住宅の供給促
進と住環境の整備

子育て支援住宅普及促進事業 〇 都市基盤部 住宅課

② 居住支援体制の推進 居住支援協議会運営支援 〇 都市基盤部 住宅課

③ 子育て世帯に向けた住環境に
関する情報発信

子育て世帯に向けた住環境に関する情報発
信

〇 子ども教育部 子ども・教育政策課

児童館等整備・運営 〇 子ども教育部 育成活動推進課

プレーパーク活動支援事業 〇 子ども教育部 育成活動推進課

常設プレーパークの開設 〇 子ども教育部 育成活動推進課

公園整備・運営 〇 都市基盤部 公園課

キッズ・プラザ整備・運営 〇 子ども教育部 育成活動推進課

学童クラブ整備・運営 〇 子ども教育部 育成活動推進課

放課後子ども教室事業 〇 子ども教育部 育成活動推進課

③ 乳幼児親子の居場所の確保 子育てひろば整備・運営 〇 子ども教育部 育成活動推進課

④ 子育て家庭にやさしい店舗の
充実

子育て関連店舗の登録促進、情報発信 〇 子ども教育部 子ども・教育政策課

80店舗
(2022年度)

16.8%
（2019年度）

73店舗
（2020年度）

①

②
子育て応援とうきょう
パスポート協賛店舗数
【東京都公表資料】

保護者から見た「遊
び・憩いの環境」の総
合的な満足度
【中野区子どもと子育
て家庭の実態調査】

子ども教育
部
教育委員会
事務局

① 子どもの遊び・体験の場の確
保

① 一貫した地域相談支援体制の
整備

③ 医療的ケアを必要とする子ど
もへの支援

89.7%
（2022年度）

27%

150店舗

7回
（2022年度）

38% 都市基盤部

◎

○95%

健康福祉部

「日頃から子どもの状
況を伝え合い、子ども
の発達の状況や課題に
ついて共通理解ができ
ている」と考える保護
者の割合
【区立障害児通所支援
施設保護者アンケート
調査】

区立障害児通所支援施
設における保護者を支
援するプログラムの開
催回数
【中野区資料】

2

◎

○

25
子育て家庭にとって
魅力的な空間・施設
等の充実

18回
（2020年度）

ー

ー

誘導居住面積水準以上
の住宅に住まう子育て
世帯の割合
【住宅・土地統計調
査】

33.5%
（2018年）

23

特別な配慮を必要と
する子どもとその家
庭への一貫した相談
支援体制の充実

24.6%
（2023年）

子育て世帯が暮らし
やすい住宅・住環境
の誘導

2 24

②

2

94%
（2025年度）

25.5%
(2024年度)

155店舗
（2025年度）

②

△

①

24回
51回

（2025年度）

② 放課後の児童の居場所の確保

87.7%
(2020年度)
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

① 総合的な若者施策の推進 子ども・若者計画の推進 〇 子ども教育部
子ども・教育政策課
子ども・若者支援課

② 中高生の活動の機会や場の確
保

育成活動支援事業 〇 子ども教育部 子ども・教育政策課

若者地域活動支援事業 ●
子ども教育部
地域支えあい推進部

子ども・若者支援課
地域活動推進課

②

地域社会などでボラン
ティア活動に参加した
ことがある中学生の割
合
【中野区資料】

60.7%
（2020年度）

54%
(2022年度）

55.9%
（2025年度）

73% △ 大学との包括連携事業 〇 企画部 企画課

子ども・若者計画の推進 〇 子ども教育部
子ども・教育政策課
子ども・若者支援課

地域ケア会議運営 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

アウトリーチ活動の推進 〇 地域支えあい推進部
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター

若者支援事業（若者への相談支援体制の整
備）

〇 子ども教育部 子ども・若者支援課

ひきこもり等相談支援事業 〇 地域支えあい推進部
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター

③ 若者の自立とその家族への支
援

若者支援事業（若者の自立とその家族への
支援）

〇 子ども教育部 子ども・若者支援課

① 地域の見守り・支えあいの推
進

高齢者の見守り・支えあい推進事業 △ 地域支えあい推進部
地域活動推進課
地域包括ケア推進課

すこやか福祉センター整備・運営 △ 地域支えあい推進部
地域活動推進課
地域包括ケア推進課

地域包括支援センター整備・運営 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

地域ケア会議運営 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

アウトリーチ活動の推進 〇 地域支えあい推進部
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター

ACP（アドバンス・ケア・プランニング）
普及啓発

〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

在宅療養相談窓口 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

在宅療養推進事業 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

要介護度改善推進事業 〇 地域支えあい推進部 介護保険課

介護人材確保・育成等支援事業 〇 地域支えあい推進部 介護保険課

地域・社会資源普及啓発 〇 地域支えあい推進部
地域包括ケア推進課
介護保険課

高齢者補聴器購入費用助成 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

介護サービス基盤施設整備・誘導 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

住宅確保要配慮者入居支援事業 〇 都市基盤部 住宅課

11.5%
(2022年度）

253人
(2022年度)

129人
（2022年度）

52.2%
（2022年度）

21.7%
（2022年度）

47.8%
（2022年度）

36.4%
（2022年度）

20%
（2020年度）

43%
（2020年度）

◎

○

○

○

474人
（2025年度）

218人
（2025年度）

◎

② 高齢者の相談支援体制の整備

① 区民それぞれが望む在宅療養
生活の実現

② 多様な介護サービスの提供に
向けた体制づくり

③ 在宅から入所まで高齢者を支
える基盤整備

192人

2 26
若者が地域や社会で
活躍できる環境づく
り

①

地域活動やNPOなどの
活動に参加した20歳
代、30歳代の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

3

3

高齢者を支える医療
や介護・生活支援
サービス等の提供体
制の充実

地域支えあ
い推進部

高齢者が安心して暮
らし続けることがで
きる体制の充実

28

29

①

②

主治医と十分連携が取
れているケアマネ
ジャーの割合
【高齢福祉・介護保険
サービス意向調査】

「長期療養が必要に
なった場合に可能な限
り自宅や実家で過ごし
たい」人の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

55%

60%

51.7%
（2020年度)

「何かあったときに相
談する相手がいる」と
思う高齢者の割合
【高齢福祉・介護保険
サービス意向調査】

①

30%
27.0%

（2025年度）
22.9%

（2020年度）

2 27
社会との関わりに課
題を抱える若者の相
談支援体制の充実

①

②

子ども・若者支援セン
ター及びすこやか福祉
センターにおける若者
相談対応件数(実人員)
【中野区資料】

若者相談対応により課
題の解決に至った件数
（実人員）
【中野区資料】

138人
（2020年度）

31人
（2020年度）

○
24.6％

（2025年度）

地域包括支援センター
を身近に感じる人の割
合（50歳代以上）
【健康福祉に関する意
識調査】

②

32.7%
（2020年度）

① 若者の自立を支援する仕組み
づくり

子ども教育
部
教育委員会
事務局

◎

45%

325人

子ども教育
部
教育委員会
事務局

50.4%
（2025年度）

32.8%
(2025年度)

地域支えあ
い推進部

55.6%
(2025年度)

③ 大学生等の地域活動の促進

55%

② 若者への相談支援体制の整備
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

地域人材育成・マッチング事業 ● 地域支えあい推進部 地域活動推進課

シルバー人材センター支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

高齢者就労支援事業 〇 区民部 産業振興課

友愛クラブ活動支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

地域団体活動支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

住民活動支援 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

住民主体サービス支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

高齢者会館運営 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

②

体操や軽運動など介護
予防のための通いの場
への参加状況
【高齢福祉・介護保険
サービス意向調査】

18.9%
（2020年度）

20.8%
（2022年度）

23.9%
（2025年度）

25% ○
② 介護予防に取り組む意識の啓
発

介護予防推進事業 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

成年後見制度推進事業 〇
地域支えあい推進部
健康福祉部

すこやか福祉センター
福祉推進課
障害福祉課

権利擁護推進事業 〇
地域支えあい推進部
健康福祉部

すこやか福祉センター
福祉推進課

 成年後見制度等普及啓発 〇 健康福祉部
福祉推進課
障害福祉課

 社会福祉会館運営 〇 健康福祉部 福祉推進課

高齢者・障害者虐待防止推進事業　　 〇
地域支えあい推進部
健康福祉部

すこやか福祉センター
介護保険課
福祉推進課
障害福祉課

虐待防止普及啓発 〇 健康福祉部
福祉推進課
障害福祉課

25%
（2022年度）

60歳代:35.1%
70歳代:27.3%
80歳以上:35%
（2022年度）

21団体
（2022年度）

① 区民・団体が主体的に提供す
る介護予防の取組の促進

① 就労や地域活動を通じた社会
参加の促進

健康福祉部

① 権利擁護のための体制の整備

② 虐待防止に向けた体制の整備

② 孤立を防ぐつながり・交流機
会の充実

31.7%
(2025年度)

100%
100%

（2025年度）

29.4%
(2022年度)

100%
（2022年度）

3 32
権利擁護と虐待防止
の推進

3

27%
（2020年度）

②

60歳代以上における地
域活動を行っている割
合
【健康福祉に関する意
識調査】

3

35%

31
区民が主体的に取り
組む介護予防の推進

①
住民主体サービスを提
供する地域団体等の数
【中野区資料】

20団体
（2020年度）

30

多様な交流・つなが
りを育み、いつまで
も活躍できる環境づ
くり

①

収入のある仕事を週1
回以上している65歳以
上の区民の割合
【高齢福祉・介護保険
サービス意向調査】

60歳代:22.7%
70歳代:38.3%

80歳以上:36.5%
（2020年度）

30団体
24団体

（2025年度）

◎

地域支えあ
い推進部

45% ○

△
23.4%

（2025年度）

60歳代:36.0%
70歳代:42.3%

80歳以上:47.6%
（2025年度）

地域支えあ
い推進部

△

○

45%
34.7%

（2020年度）

「成年後見制度」とい
う言葉や仕組みを知っ
ている人の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

①

100%
（2020年度）

養護者による高齢者・
障害者虐待の通報・届
出に対応できた割合
【中野区資料】

②
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

要支援者早期把握 △ 地域支えあい推進部
地域活動推進課
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター

アウトリーチ活動の推進 〇 地域支えあい推進部
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター

ヤングケアラー支援 〇
子ども教育部
地域支えあい推進部

子ども・若者支援課
地域包括ケア推進課

地域包括ケア体制の充実に向けた産学連携
の推進

〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

孤独・孤立対策の推進 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

自殺対策メール相談事業 〇 健康福祉部 保健予防課

自殺対策普及啓発 〇 健康福祉部 保健予防課

犯罪被害者等相談窓口 〇 健康福祉部 福祉推進課

経済・日常生活支援 〇 健康福祉部 福祉推進課

犯罪被害者等支援普及啓発 〇 健康福祉部 福祉推進課

再犯防止推進事業 △ 地域支えあい推進部 地域活動推進課

再犯防止普及啓発 〇 地域支えあい推進部 地域活動推進課

地域ケア会議運営 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

アウトリーチ活動の推進 〇 地域支えあい推進部
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター

② 関係機関との連携体制と相談
支援体制の強化

障害者相談支援事業 △
地域支えあい推進部
健康福祉部

地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター
障害福祉課

③ 福祉人材の確保・育成 人材育成・養成事業 〇 健康福祉部 障害福祉課

地域移行・地域定着支援事業 〇 健康福祉部 障害福祉課

重度訪問介護利用者の大学等修学支援事業 〇 健康福祉部 障害福祉課

民間活力活用による障害者施設基盤整備・
誘導

〇 健康福祉部 障害福祉課

障害福祉施設運営 〇 健康福祉部 障害福祉課

23人
（2025年度）

自殺死亡率（10万人
対）
【中野区資料】

30.8%
（2022年度）

13人
（2022年度）

障害福祉サービスを利
用していない理由のう
ち「サービスを知らな
い」「利用方法がわか
らない」の割合
【障害福祉サービス意
向調査】

① 安心して地域生活が送れる仕
組みづくり

④ 入所施設等からの地域生活へ
の移行と地域生活の継続支援

⑤ 障害福祉施設の整備・誘導

10%

39人

④ 再犯防止に向けた関係機関と
の連携推進

○

△

○

△
① 要支援者の早期発見と継続的
な見守り・支援

アウトリーチチームが
対応して適切な支援に
つなげた割合
【中野区資料】

85%

31.2%
(2025年度)

84.9％
（2022年度）

16.1人
（2018年から
2022年の5年平

均）

② 自殺を未然に防ぐ体制の整備

③ 犯罪被害者等を支える地域づ
くり

17.6人
（2016年から
2020年の5年平

均）

①
78.4%

（2020年度）

3 33

多様な課題を抱えて
いる人やその家族の
早期発見・早期対応
の推進

3 34
障害者への相談支援
体制と地域生活移行
を支える環境の整備

入所施設から地域移行
した障害者の数（2015
年度以降の累積数）
【中野区資料】

②

14.4人②

55.2%
(2025年度)

地域支えあ
い推進部

健康福祉部

16.4人
(2021年から

2025年の5年平
均）

①

10人
（2020年度）

健康福祉部

21.1%
（2020年度）
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

① 生活困窮者に対する包括的な
自立支援の推進

生活困窮者自立支援事業 〇 健康福祉部 生活援護課

② 被保護者の就労・定着支援 被保護者就労定着支援事業 〇 健康福祉部 生活援護課

②

生活困窮者を対象とし
た就労支援を受け就労
した割合
【中野区資料】

5.3%
（2020年度）

85.1%
(2022年度)

65.1%
（2025年度）

85.1% ○ ③ 健康管理のための支援 被保護者健康管理支援事業 〇 健康福祉部 生活援護課

① 関係機関と連携した障害者の
就労支援

障害者就労・雇用促進事業 〇 健康福祉部 障害福祉課

特別支援学校・障害者就労施設連携推進事
業

〇 健康福祉部 障害福祉課

区役所等職場体験実習 〇 健康福祉部 障害福祉課

③ 障害者就労施設等における受
注機会・販路の拡大

障害者就労施設受注促進事業 〇 健康福祉部 障害福祉課

④ 障害者に対する理解の促進と
交流の機会の充実

障害者差別解消推進事業 〇 健康福祉部 障害福祉課

認知症普及啓発 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

認知症施策推進計画の策定 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

認知症相談支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

若年性認知症相談支援事業 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

③ 認知症の人やその家族・支援
者の居場所づくり

認知症地域支援推進事業 〇 地域支えあい推進部 地域包括ケア推進課

オリンピック・パラリンピックレガシー事
業

〇 健康福祉部 スポーツ振興課

スポーツ推進事業 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

スポーツ施設運営 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

区立小・中学校体育施設一般開放事業 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

② スポーツを通じたコミュニ
ティの形成

地域スポーツクラブ事業 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

運動遊びプログラム 〇 教育委員会事務局 指導室

運動遊び部会運営 〇 教育委員会事務局 指導室

競技体験事業 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

スポーツ推進委員事業 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

スポーツ団体援助事業 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

地域スポーツクラブ事業 〇 健康福祉部 スポーツ振興課

187世帯
（2020年度）

253世帯
（2025年度）

19箇所
(2025年度)

27.3%
(2025年度)

59人
(2022年度)

17箇所
（2022年度）

④ 区内スポーツ団体等の支援

200世帯

25箇所

45%

○

●

○

◎

●

健康福祉部

187世帯
(2022年度）

44.4%
（2022年度）

健康福祉部

45.0%
(2025年度)

45.4%
② 就労意識の向上と体験・訓練
の場の創出

28.1%
（2022年度）

①
生活保護から自立した
世帯数
【中野区資料】

3 38
誰もが身近に運動・
スポーツ活動に取り
組める環境づくり

①

②

障害者の外出の主な目
的における趣味・ス
ポーツの割合
【障害福祉サービス意
向調査】

1回30分以上の運動を
週に1～2回以上行って
いる区民の割合
【健康福祉に関する意
識調査】
※2025年度より中野区
区民意識・実態調査

56.7%
（2020年度）

19.7%
（2020年度）

61.4%
(2025年度)

30.4%
(2025年度)

60%

31.7%

健康福祉部

373
認知症のある人とそ
の家族を支える環境
づくり

①

57.1%
（2022年度）

28.7％
（2022年度）

3 36
障害者の就労や社会
参画の推進

②
就労支援センターによ
る就職者数
【中野区資料】

50人
（2020年度）

353
生活に困窮している
人の自立に向けた支
援の充実

①

一般就労による定期的
な収入のある障害のあ
る人の割合（15歳以上
65歳未満）
【障害福祉サービス意
向調査】

41.8%
（2020年度）

②

オレンジカフェ等認知
症の人やその家族が集
える場所の設置数
【中野区資料】

認知症の症状や基本的
な対応方法を知ってい
る人の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

19箇所
（2020年度）

27.3%
（2020年度）

62人
(2025年度)

77人

① 誰もが運動・スポーツに取り
組む環境づくり

③ 子どもの運動習慣の定着に向
けた取組の促進

地域支えあ
い推進部

◎

○

① 認知症バリアフリーに向けた
意識の啓発

② 認知症の人を支える地域の相
談支援体制等の整備
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

精神保健相談 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

地域健康活動支援 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

健康づくり普及啓発 〇
地域支えあい推進部
健康福祉部

すこやか福祉センター
保健企画課

熱中症に対する啓発 〇
地域支えあい推進部
健康福祉部

すこやか福祉センター
保健予防課

生活習慣病予防対策事業 〇 健康福祉部 保健企画課

禁煙治療費助成 〇 健康福祉部 保健企画課

受動喫煙防止対策事業 〇 健康福祉部 保健企画課

がん等健診の実施及び受診勧奨事業の実施 〇 健康福祉部 保健企画課

データヘルス事業 〇
地域支えあい推進部
健康福祉部

地域包括ケア推進課
保健企画課

食育推進事業 〇
地域支えあい推進部
健康福祉部

すこやか福祉センター
保健企画課

歯と口腔の健康事業 〇 地域支えあい推進部 すこやか福祉センター

地域医療機関整備の検討 〇 健康福祉部 保健企画課

地域医療連携 〇 健康福祉部 保健企画課

休日診療・小児救急医療体制整備 〇 健康福祉部 保健企画課

かかりつけ医（歯科医、薬局）普及啓発 〇 健康福祉部 保健企画課

保健所機能強化 〇 健康福祉部
保健企画課
保健予防課

医療安全相談窓口事業 〇 健康福祉部 生活衛生課

医薬品販売業者等監視指導 〇 健康福祉部 生活衛生課

医薬品等検査 〇 健康福祉部 生活衛生課

残薬整理事業 〇 健康福祉部 保健企画課

かかりつけ医を決めて
いる区民の割合

【健康福祉に関する意
識調査】

64.4%
（2020年度）

71.0%
(2025年度)

81.9%
（2022年度）

55.1%
（2022年度）

77.8%
（2022年度）

71.4%
（2022年度）

80.2%
(2025年度)

② データ分析や健診等による健
康づくりの支援

① 地域での医療提供の充実

63%

③ 食育の推進

②

食べ物や食生活に関し
て栄養バランスや規則
正しい食生活を心がけ
ている人の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

58.8%
（2020年度）

55.7%
(2025年度)

△

△

◎

② 保健所機能の強化

③ 薬局等における安全管理体制
の充実

80%

①

自身の健康状態が「よ
い」と思う区民の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

85.7%
（2020年度）

地域医療体制の充実

①

地域の救急医療体制が
整っていると思う人の
割合
【健康福祉に関する意
識調査】

74.5%
（2020年度）

87.4%
(2025年度)

80%

3 40

3 39
健康的な生活習慣が
身につく環境づくり

健康福祉部

健康福祉部

② ○

① 健康的な生活習慣の定着支援

90%
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

社会教育大学連携事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

社会教育訪問学級事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

子ども向け体験学習事業 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

生涯学習普及啓発 〇 区民部
文化振興・多文化共生
推進課

ブックスタート事業 〇 教育委員会事務局 子ども・教育政策課

児童・子ども読書活動推進事業 〇 教育委員会事務局 子ども・教育政策課

区立図書館整備・運営 〇 教育委員会事務局 子ども・教育政策課

地域開放型学校図書館整備・運営 〇 教育委員会事務局 子ども・教育政策課

① 木密事業による防災まちづく
り

南台一・二丁目地区、南台四丁目地区、平
和の森公園周辺地区における防災まちづく
り

〇 まちづくり推進部 まちづくり事業課

② 不燃化特区を活用した防災ま
ちづくり

弥生町三丁目周辺地区、大和町地区におけ
る防災まちづくり

〇 まちづくり推進部 まちづくり事業課

③ 木造住宅密集地域における不
燃化の促進

新たな防火規制の導入 〇 まちづくり推進部 まちづくり事業課

木造住宅等の耐震化促進事業 〇 都市基盤部 建築課

緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業 〇 都市基盤部 建築課

⑤ 地域特性を生かした防災まち
づくり

新たな防災まちづくり（若宮地区、野方
一・二丁目地区）

〇 まちづくり推進部 まちづくり事業課

16.7%
（2022年度）

61.7%
（2020年度）

都市基盤部○

41

④ 耐震化の推進

○

② 子どもの読書環境の充実

区立図書館における児
童図書貸出冊数
【中野区資料】

302,594冊
（2020年度）

549,225冊
（2025年度）

650,000冊 ○

子ども教育
部
教育委員会
事務局

① 生涯学習の機会の充実

生涯にわたり学び続
けることができる環
境づくり

①

「区内において様々な
学習機会が充実してい
る」と感じる区民の割
合
【中野区区民意識・実
態調査】

19.2%
（2020年度）

27.3%
(2025年度）

3

②

②
住宅の耐震化率
【中野区資料】

90.3%
（2020年度）

93.6%
（2025年度）

505,772冊
（2022年度）

63.0%
（2022年度）

91.7%
（2022年度）

4 42
防災まちづくりの推
進

30%

64.4%
（2024年度）

70%

③ 図書サービスの機能の強化

区民部

まちづくり
推進部

○

①
不燃領域率（防災まち
づくり事業対象地区）
【中野区資料】

100%
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

避難所運営、防災物資・防災資機材等配備 △ 総務部 防災危機管理課

区民向けの防災用品あっせん事業 〇 総務部 防災危機管理課

帰宅困難者支援事業 〇 総務部 防災危機管理課

雨水流出抑制施設の設置 〇 都市基盤部 道路管理課

水害情報発信事業 〇 総務部 防災危機管理課

水防訓練 〇 都市基盤部 道路管理課

③ 情報伝達手段の充実と共有環
境の整備

情報発信・情報収集体制整備 〇 総務部 防災危機管理課

④ 避難行動要支援者への避難支
援

災害時避難行動要支援者支援事業 〇
総務部
地域支えあい推進部

防災危機管理課
地域活動推進課

防災訓練 〇 総務部 防災危機管理課

地域自主防災支援事業 〇 総務部 防災危機管理課

⑥ 災害廃棄物処理を円滑に進め
るための体制整備

災害廃棄物処理の体制整備 〇 環境部 ごみゼロ推進課

① 新井薬師前・沼袋駅周辺のま
ちづくり

新井薬師前・沼袋駅前拠点整備事業 〇 まちづくり推進部 まちづくり事業課

② 新井薬師前・沼袋駅周辺の基
盤整備

都市計画道路整備事業（補助第220号線、
区画街路第3号線、区画街路第4号線）

〇 まちづくり推進部 まちづくり事業課

③ 西武新宿線連続立体交差事業
を契機とした防災まちづくり

上高田一・二丁目及び三丁目周辺地区防災
まちづくり

△ まちづくり推進部 まちづくり事業課

野方駅周辺まちづくり 〇 まちづくり推進部 まちづくり計画課

都立家政駅・鷺ノ宮駅周辺まちづくり 〇 まちづくり推進部 まちづくり計画課

西武新宿線（野方駅～井荻駅間）連続立体
交差化の早期実現に向けた取組

〇 まちづくり推進部 まちづくり計画課

野方以西各駅周辺基盤施設整備事業 〇 まちづくり推進部 まちづくり計画課

都市計画道路整備事業(補助第227号線等) 〇 まちづくり推進部
まちづくり計画課
まちづくり事業課

⑥ 新たな創出空間の活用 鉄道上部空間の活用 〇 まちづくり推進部 まちづくり計画課

④ 野方以西各駅周辺地区のまち
づくり

⑤ 地域における防災行動力の向
上

○

△

◎

◎

⑤ 野方以西各駅周辺の基盤施設
の整備

まちづくり
推進部

②

160,000人

93%

4 43
災害に強い体制づく
り

総務部

① 防災施設の機能強化と様々な
想定に基づいた避難環境の整備

60,000人
41,373人

（2025年度）
①

飲料水60.3%
食  料56.4%
（2020年度）

飲料水・食料を備蓄し
ている区民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

4 44
西武新宿線連続立体
交差事業を契機とし
たまちづくりの推進

161,178人
（2025年度）

157,248人
（2020年度）

西武新宿線5駅周辺の
居住人口
【中野区資料】

①

93.8%
（2025年度）

89.6%
（2020年度）

西武新宿線5駅周辺の
居住者のうち、中野区
を住みやすいと思う区
民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

②

24,385人
（2022年度）

飲料水61.7%
食  料57.9%
（2022年度）

156,267人
（2022年度）

92.8%
（2022年度）

45,600人
（2019年度）

地域自主訓練等参加人
員
【中野区資料】

飲料水64.8%
食  料58.1%
（2025年度）

飲料水75%
食  料65%

② 水害対策の推進
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

①

中野坂上駅、東中野
駅、新中野駅周辺の居
住人口
【中野区資料】

82,949人
（2020年度）

82,991人
（2022年度）

85,602人
(2025年度)

87,000人 ○ ① 交流拠点のまちづくり 東中野駅・中野坂上駅周辺地区まちづくり △ まちづくり推進部 まちづくり計画課

②

中野坂上駅、東中野
駅、新中野駅周辺の居
住者のうち、中野区を
住みやすいと思う区民
の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

93.5%
（2020年度）

90.6％
（2022年度）

91.9%
（2025年度）

95% △
② 区民による主体的なまちづく
り

地区まちづくり団体等支援事業 〇 まちづくり推進部 まちづくり計画課

ホームインスペクション（住宅診断）普及
啓発

〇 都市基盤部 住宅課

リフォーム相談事業 〇 都市基盤部 住宅課

公営住宅等運営 〇 都市基盤部 住宅課

耐震改修助成事業 〇 都市基盤部 建築課

マンション管理状況届出制度普及促進事業 〇 都市基盤部 住宅課

東京都アドバイザー派遣制度利用促進事業 〇 都市基盤部 住宅課

公民連携によるマンション適正管理普及促
進事業

〇 都市基盤部 住宅課

③ 居住支援体制の推進 居住支援協議会運営支援 〇 都市基盤部 住宅課

④ 空き家の適正管理 空き家対策推進事業 〇 都市基盤部 住宅課

① 地域特性を生かした土地利用
の推進

効果的な土地の高度利用、有効利用の推進 〇 都市基盤部 都市計画課

② 良好な住環境を構築する景観
形成の推進

景観まちづくりの推進 △ 都市基盤部 都市計画課

②

住まい周辺の生活環境
について、「景観や街
並みについて」を「よ
い評価」とした区民の
割合
【中野区区民意識・実
態調査】

72.7%
（2020年度）

70.5%
（2022年度）

75.2％
（2025年度）

75% ◎
③ バリアフリー・ユニバーサル
デザインのまちづくり

公共施設等バリアフリー化推進事業 〇 都市基盤部 都市計画課

12.6%
(2022年度)

668棟
（2022年度）

9.3%
（2022年度）

9.2%
（2025年度）

△

○

△

380棟
987棟

（2025年度）
584棟

（2020年度）
空き家棟数
【中野区資料】

②

4 47
まちなかの安全性・
快適性の向上

都市基盤部

①

都市基盤部

15%
13.4%

(2025年度)
11.6%

（2020年度）

定住意向理由として
「家の広さなど居住環
境がよい」を選択した
区民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

①

① 住宅ストックの質の向上

② マンションの適正管理

4 46

住宅ストックの質の
向上、適切な維持管
理及び有効活用の推
進

10%

4 45
各地区の特性に応じ
たまちづくりの推進

9.4%
（2020年度）

定住意向理由として
「自然や街並みがよ
い」を選択した区民の
割合
【中野区区民意識・実
態調査】

まちづくり
推進部
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

① 道路のバリアフリー化の促進 道路バリアフリー化推進事業 〇 都市基盤部 道路建設課

② 無電柱化の促進 無電柱化推進事業 〇 都市基盤部 道路建設課

②
無電柱化優先整備路線
の進捗率
【中野区資料】

15.1%
（2020年度）

17.5%
（2022年度）

19.3%
（2025年度）

35% ○ ③ 橋梁の計画的な修繕 橋梁長寿命化推進事業 〇 都市基盤部 道路建設課

新たな公園整備事業 〇 都市基盤部 公園課

公園施設の適切な配置・改修 △ 都市基盤部 公園課

公園トイレバリアフリー化推進事業 △ 都市基盤部 公園課

公園遊具更新・点検事業 〇 都市基盤部 公園課

② 誰もが快適に利用できる環境
づくりの推進

公園利用ルールの見直し 〇 都市基盤部 公園課

③ 新たな公園運営方法の創出 区立公園運営 〇 都市基盤部 公園課

地域公共交通計画の策定 〇 都市基盤部 都市計画課

交通政策推進協議会運営 〇 都市基盤部 都市計画課

自転車利活用計画の策定 〇 都市基盤部 都市計画課

新公共交通サービス事業 〇 都市基盤部 都市計画課

シェアサイクル事業 〇 都市基盤部 都市計画課

自転車駐車場運営 〇 都市基盤部 道路管理課

駅周辺自転車駐車場再編整備事業 〇 都市基盤部 道路管理課

放置自転車対策 〇 都市基盤部 道路管理課

14.5%
（2022年度）

68.3%
(2022年度)

32%
(2022年度)

61.2%
(2022年度)

4.7%
(2022年度)

11.2%
（2020年度）

○

△

○

○

△

22%

都市基盤部

都市基盤部

① 総合的な交通施策の展開

② 多様な移動環境の整備

③ 適正な需要を踏まえた自転車
駐車場の再編整備

4 50
誰もが利用しやす
く、円滑に移動でき
る交通環境の整備

① 公園施設の適切な配置・改修

4 49
多様なニーズに応じ
た魅力ある公園の整
備

都市基盤部

19.8%
(2025年度)

4 48
道路・橋梁の着実な
整備・改修

①
道路舗装改修率
【中野区資料】

64.5%
（2020年度）

4%
4.4%

(2025年度)
5.4%

（2020年度）
駅周辺の自転車放置率

【中野区資料】
②

①

36%
33.7%

(2025年度)
34%

（2020年度）

70%
68.8%

(2025年度)

68%
57.3%

(2025年度)

区内移動の快適性に関
する満足度
【中野区区民意識・実
態調査】

①

公園や広場の利用率
【中野区区民意識・実
態調査】

②

58.7%
（2020年度）

公園や広場の利用者満
足度
【中野区区民意識・実
態調査】
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

再生可能エネルギー設備等導入支援事業 〇 環境部 環境課

環境形成型のまちづくり 〇
環境部
まちづくり推進部

環境課
まちづくり計画課

カーボン・オフセット事業 〇 環境部 環境課

なかのエコチャレンジ等行動促進事業 〇 環境部 環境課

建物の高断熱化促進 〇 環境部 環境課

脱炭素社会の実現に向けた区施策の推進
（脱炭素ロードマップの作成及び全庁的施
策の推進）

〇 環境部 環境課

環境配慮型公共施設の建設・整備 〇 総務部 施設課

区有施設における脱炭素化の推進 〇 環境部 環境課

環境マネジメントシステムの推進 〇 環境部 環境課

なかのエコポイント制度 〇 環境部 環境課

環境普及啓発 〇 環境部 環境課

他自治体との環境交流事業 〇 環境部 環境課

④ 環境に関する連携・協働に向
けたネットワークづくり

環境に関する連携・協働に向けたネット
ワークづくり

〇 環境部 環境課

3R意識普及啓発 〇 環境部 ごみゼロ推進課

清掃事務所運営 △ 環境部 清掃事務所

リサイクル展示室運営 〇 環境部 ごみゼロ推進課

びん・缶・ペットボトル等行政回収 〇 環境部 ごみゼロ推進課

集団回収への支援 〇 環境部 ごみゼロ推進課

資源とごみの分け方・出し方普及啓発 〇 環境部 ごみゼロ推進課

不適正排出者への排出指導 〇 環境部 清掃事務所

中野区食品ロス削減推進計画の推進 〇 環境部 ごみゼロ推進課

区内事業者・大学等と連携した食品ロス削
減事業

● 環境部 ごみゼロ推進課

フードドライブ事業 〇 環境部 ごみゼロ推進課

食品ロス削減普及啓発 〇 環境部 ごみゼロ推進課

866千t-CO2
（2020年度）

92.6%
（2022年度）

454g
（2022年度）

33.8%
（2021年度）

環境部

① ごみ減量・リサイクルの推進

② 資源とごみの正しい分別･排
出の推進

○

○

△

◎

4 環境部

① 脱炭素社会へ向けた地球温暖
化対策の推進

② 区有施設や行政活動における
脱炭素化の推進

③ 環境配慮行動を促す意識の啓
発

4 52
ごみの減量やリサイ
クルの推進

区民1人1日あたりのご
み排出量
【中野区資料】

22.8%
25.7％

（2025年度）
25.5%

（2020年度）

燃やすごみの中の資源
化可能物の混入率
【ごみ組成分析調査】

51
脱炭素社会の推進と
気候変動への適応

①

②

環境に配慮した取組を
行っている区民の割合
【中野区区民意識・実
態調査】

区内の二酸化炭素排出
量
【オール東京62市区町
村共同事業提供資料】

899千t-CO2
（2018年度）

89.9%
（2020年度）

①

② ③ 食品ロス削減の推進

90.4％
（2025年度）

791千tｰCO2
(2023年度）

716千t-CO2

95%

431g
425g

（2024年度）
477g

（2020年度）
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

① みどりのネットワークの構築
各駅・地区まちづくりと連携したみどり空
間整備事業

△
環境部
都市基盤部
まちづくり推進部

環境課
都市計画課
まちづくり計画課

緑化計画書制度 〇 環境部 環境課

生け垣等設置助成制度 〇 環境部 環境課

花と緑の祭典 〇 環境部 環境課

みどりの貢献賞 〇 環境部 環境課

みどりの教室 〇 環境部 環境課

④ 保護指定樹木等の所有者への
支援

保護指定樹木等助成制度 〇 環境部 環境課

生きもの調査 〇 環境部 環境課

生物多様性に係る普及啓発 〇 環境部 環境課

学校施設のビオトープ等の充実 〇 教育委員会事務局 子ども教育施設課

特殊詐欺未然防止普及啓発 〇 総務部 防災危機管理課

自動通話録音機貸与事業 〇 総務部 防災危機管理課

安全･安心（防犯）メール配信事業 〇 総務部 防災危機管理課

消費生活相談 〇 区民部 区民サービス課

消費生活普及啓発事業 〇 区民部 区民サービス課

交通安全普及啓発事業 〇 総務部 防災危機管理課

学校情報配信事業 〇 教育委員会事務局 学務課

通学路見守り支援事業 〇 教育委員会事務局 学務課

防犯設備整備事業 〇 総務部 防災危機管理課

防犯資機材等支給支援事業 〇 総務部 防災危機管理課

通学路安全対策事業 〇 教育委員会事務局 学務課

65.4%
（2022年度）

ー

1,880件
（2022年）

382件
（2022年）

357件
(2025年)

67.0％
（2025年度）

ー

防災危機管理課総務部

△1,700件

190件

自転車点検等整備促進事業 〇

ー

① 特殊詐欺の未然防止に向けた
意識の啓発

② 安全・安心な消費生活の確保

③ 交通安全対策・啓発活動の促
進

④ 地域の防犯・見守りの強化

総務部

△

54
犯罪や事件・事故の
防止と消費生活の安
全の推進

2,058件
（2020年）

2,135件
（2025年）

②
自転車関与事故件数
【都民安全推進本部資
料（東京都）】

350件
（2020年）

①
刑法犯認知件数
【都民安全推進本部資
料（東京都）】

4

○

53
みどりの保全と創出
の推進

①

②
緑被率・みどり率
【中野区みどりの基本
計画】

みどりの豊かさに対す
る区民の満足度
【中野区区民意識・実
態調査】

63.6%
（2020年度）

緑被率16.14%
みどり率17.46%
（2019年度）

68.1%

緑被率16.57%
みどり率17.89%

環境部

② 質の高いみどりの確保・創出

③ 緑化の推進に向けた意識の啓
発

⑤ 都市生態系に関する対策の推
進

4
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別紙２

基本
目標

基本計画策定時
実施計画策定時
(該当年度）

現状値
（該当年度）

目標値
（2025年度）

進捗
区分

所管部 主な取組番号・名称 主な事業
進捗
区分

所管部 所管課施策
成果指標
【出典】

施設等に対する感染症予防指導 〇 健康福祉部 保健予防課

感染症予防普及啓発 〇 健康福祉部 保健予防課

定期・任意予防接種 〇 健康福祉部 保健予防課

積極的疫学調査 〇 健康福祉部 保健予防課

結核対策 〇 健康福祉部 保健予防課

服薬確認推進事業 〇 健康福祉部 保健予防課

地域感染症対策ネットワーク構築 〇 健康福祉部 保健企画課

感染症発生動向調査 〇 健康福祉部 保健予防課

飲食店等の監視指導 〇 健康福祉部 生活衛生課

食品衛生講習会 〇 健康福祉部 生活衛生課

食の安全・安心懇談会 〇 健康福祉部 生活衛生課

自主防除普及啓発事業 〇 健康福祉部 生活衛生課

適正飼養普及啓発事業 〇 健康福祉部 生活衛生課

③ 宿泊施設の監視指導 旅館業許可施設一斉監視 〇 健康福祉部 生活衛生課

建設工事公害対策事業 〇 環境部 環境課

工場等公害予防事業 〇 環境部 環境課

環境現況調査 〇 環境部 環境課

ごみ屋敷等対応 〇 環境部 環境課

54.2%
(2022年度)

94.8%
（2022年度）

41.9%
（2022年度）

12.6%
(2022年度)

△

△

健康福祉部

① 食の安全・安心の確保

② 動物等との共生及び健康被害
の防止

④ 生活環境の維持のための対策

健康福祉部

① 感染症予防に向けた意識の啓
発

② 感染症の拡大防止策の強化

③ 感染症対策に係る関係機関の
資質の向上

15%
12.2%

(2025年度)
13.1%

（2020年度）

食中毒について、関心
があり十分理解してい
る人の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

①

25%
33.6%

(2025年度)
59.3%

（2020年度）

旅館業監視施設のう
ち、指摘事項があった
施設の割合
【中野区資料】

② ○

△

区民健診（長寿健診）
の受診率
【中野区資料】

43.1%
（2020年度）

42.8%
（2025年度）

50%

4 56
安全・安心な生活環
境の確保

4 55
感染症の予防と拡大
防止

①

感染症の予防を心がけ
ている人の割合
【健康福祉に関する意
識調査】

97.3%
（2020年度）

95.1%
(2025年度)

98%

②
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